
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

西条市人権文化のまちづくり基本計画 

～みんなでつくる人権文化のまち西条～ 

（ダイジェスト版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西 条 市 
 

 



１  基本的な考え方  

 

 

すべての市民の人権が真に尊重される 

人権文化の花が咲くまち西条市の実現 

 

基本計画の目指すもの  

自己実現の尊重 

一人ひとりの様々な生き方が否定されることなく、そ

の個性や能力を十分に発揮される機会の保障が重

要です。お互いの自己実現を尊重していくためには、

相手の立場に立って考え、行動することが求められま

す。すべての人が自分らしい生き方のできる地域社会

の実現を目指します。 

 

共同参画の保障 

性別や年齢、出身などによって生きるための可能性

を否定されることなく、誰もが地域社会の一員として、

あらゆる分野への参画が保障されることが重要です。 

特に、政策決定の場に当事者が参加し、意見を表

明できる機会が保障されることが求められています。す

べての人が平等に参加できる地域社会の実現を目指

します。 

 

共生社会の実現 

すべての人がそれぞれの多様な文化や価値観を尊

重し、それぞれの個性や生き方を認め、共に生きてい

るという認識を持ち、他人を思いやる心が大切です。 

ユニバーサルデザインの考え方にのっとり、またＳＤ

Ｇｓの取組に対応して、すべての人が障がいの有無、

性別や国籍の違い、年齢、出身などに関係なく、安心

して暮らすことができる地域社会の実現を目指します。 

 

基本計画の性格  

この基本計画は、部落問題をはじめとするあら

ゆる人権侵害をなくし、人権文化の根付いた明る

く住みよい西条市の実現のために制定した「西条

市人権文化のまちづくり条例」第 4 条の規定に基

づき策定するものです。 

 

既存の各種関連計画との整合性を図りながら、今

後、西条市が実施すべき人権施策についての基本

方針となります。 
 
 

計画改定の趣旨  

この基本計画は、すべての分野にわたり人

権に配慮し、人権文化のまちづくりに関する施

策を積極的に推進するとともに、人権尊重の

社会的環境づくりと人権意識の高揚を図り、

人権侵害をなくするため、関係機関と連携し、

人権教育及び啓発に努めるためのものであ

り、市民が、自らが人権文化の担い手である

ことを認識し、人権意識の向上に努めるととも

に、人権が尊重される社会の実現に寄与する

よう努めていくための基本的な考えを示すもの

です。 

また、基本計画は、市の現状と課題を踏ま

えるとともに、今後の社会経済情勢や国及び

県の施策の動向に柔軟に対応しながら、人権

に関する施策の総合的かつ効果的な取組を

推進することを趣旨としています。 

 



２  あらゆる場を通じた人権教育  

及び啓発の推進  

 

 

 

学校 
〇幼児児童生徒の発達段階に応じた人権

学習の推進 

〇高齢者や障がい者、外国人との交流学

習の充実 

〇教職員の人権に対する正しい理解や認識

を深め、指導力の向上を図る研修の推進 

 

 

  
地域・家庭 

〇子育てや高齢者介護、障がい者への理解などに関す

る学習機会の確保と情報提供 

〇固定的な役割分担意識にとらわれることなく男女が協

力して、子育てや家事などを行うような意識づくりの推進 

〇地域に暮らす人々が生涯を通じて人権について学習

できるよう学習プログラムの研究、指導者の育成など、

社会教育における推進体制の充実 

 

継続的な情報発信  
〇西条市広報「人権・同和教育シリーズ」啓

発記事の掲載 

〇タイムリーな情報発信「人権の日のチラシ」 

の情報発行 

〇人権問題の学習教材や人権に関する情

報の収集を行い市民に対し、正しい知識

の普及 

職場・企業 
〇セクシャル・ハラスメントやパワーハラスメント、性

別などによる不当な差別などのない、働きやすい

職場環境づくりの推進 

〇就職の機会均等を図るための公正な採用選考

システムの確立 

〇本人の適性や能力を引き出す観点に立った採

用について、ハローワークと連携し啓発の推進 

 

 

     



 ３ 特定の職業に従事する者に対する人権教育の推進 

 

 

人権の擁護に深いかかわりを持つ職業に従事している、公務員（市職員）、

教職員、保健・医療・福祉関係者などに対しては、その職務の性質上、より一

層人権に配慮することが求められています。人権尊重の理念が浸透し、効果的

な人権・同和教育が行われるよう積極的な支援に努めます。 

公務員（市職員） 

職員一人ひとりが人権問題の解決を自らの課題として受け止

め、それぞれの職務において人権尊重の視点に立った対応ができる

よう、市職員の階層ごとの研修カリキュラムに人権・同和教育を盛り

込むほか、各部署における人権問題とのかかわりを明らかにした上

で、対応マニュアルの作成など、各課が連携、協力し、人権文化の

まちづくりを実現していきます。 

また、市職員は、地域の人権・同和教育の推進者であるとの認

識のもと、地域においてリーダー的な役割を担うとともに、小地域懇

談会などに積極的に参加し、適切な指導及び助言が行えるように

資質の向上に努めます。 

 

教職員 

教職員が自己の社会的役割を自覚し、人権教育の主たる担い

手として、学校訪問を活用するなど、地域や関係機関を巻き込ん

だ実践教育ができるよう、効果的な人権教育の推進に努めます。 

 また、子どもたちにとって安心して学びのできる場に学校がなること

を目指し、教員だけではなく、教職員全員が人権・同和教育に取り

組み、人権感覚を磨いていきます。 

保健・医療 

福祉関係者 

 保健・医療・福祉関係者に対して、きめ細かな人権感覚を身に

付け、相手の立場に立った利用者本位の医療・介護等の遂行が

図られるような研修の充実に努めるとともに、それぞれの職場におけ

る人権・同和教育への取組を支援します。 

 

 



４ 推進体制 

 

 

 

国、県及び他市町との連携 

各種関係機関との連携 

市民に期待される役割 

市民自らが人権文化のまちづくり

の担い手であることを認識し、人権

意識の高揚に努めることが重要で

す。 

 

市の推進体制 

市が行うすべての業務について、人権にかかわりの

ない仕事はなく、職員一人ひとりが人権尊重の視点

に立った行政を推進していくことが求められています。 

 市では、基本計画に基づいた人権施策を推進する

ために、関係部署が協力、連携し、市のあらゆる行

政分野で人権尊重の理念を基礎としたまちづくりを、

総合的、全庁的かつ積極的に推進します。 

 



５ 重要課題への対応  

 

 

 
   

 

   

  

 
 

    

 
 

 
 

    

 
   

  

 
 

 
 

 
 

 
   

 
 

 
 

ハンセン病問題 
ハンセン病に対する偏見や差別意識の解消を進めるとと

もに、療養所入所者の社会復帰を支援し、安心して暮らせ

る地域づくりに努めます。 

部落問題 
部落問題は、我が国固有の人権問題であり、結婚問題

を中心に依然として根深く存在している最も重要な課題

です。相談体制の充実、効果的な教育及び啓発の推進に

より部落問題の解決に努めます。 

☛部落問題への正しい理解と認識を深めるための教
育及び啓発の推進 

☛学校教育、社会教育、企業における啓発の推進 

☛市民意識調査の実施 

女性 
従来の固定的な性別役割分担意識が依然として根強く

残っていることから、社会生活の様々な場面において女

性が不利益を受けることが少なからずあります。性別に

かかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することが

できる男女共同参画社会の実現を推進します。 

 子ども 
子どもを取り巻く環境は、非常に厳しい状況にありま

す。子どもの人権の尊重、権利の擁護に向けて取り組み、

地域の子育ての支援を推進します。 

 
 

  

 

 

高齢者 
高齢者が安心して自立した生活を送ることができるよ

う、介護サービスの質の向上、認知症の理解、介護に対

する取組を推進し、社会を構成する重要な一員として各

種の活動に積極的に参加できるように地域社会づくりを

推進します。 

障がい者 
障がい者の自立と社会参加の促進やコミュニケーショ

ン手段、建物の段差等の障壁の改善を図るとともに、社

会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆ

る分野の活動に参加できるように、地域社会づくりや教

育及び啓発を推進します。 

 外国人 
国際交流が進んでいる一方、様々な問題が起こってい

ます。このような問題をなくすためには、お互いに多様

な違いを正しく認識した上で、国籍や民族を問わずすべ

ての人が同じ人間として尊重しあい、共生できる地域社

会の実現に努めます。 

 
エイズ患者・ＨＩＶ感染者 
エイズに対する正しい知識と理解を持ち、感染拡大の

防止に努めるとともに、エイズ患者・ＨＩＶ感染者に対

する偏見及び差別意識の解消を図るまちづくりを推進し

ます。 

 

性的指向・性自認 
性的指向や性自認に関する偏見や差別が当事者を苦しめ

ており、私たち一人ひとりが、正しい理解と認識を深める

よう推進します。また性的マイノリティの人々が地域社会

で安心して暮らせる教育及び啓発活動に努めます。 

犯罪被害者等 
犯罪被害者やその家族は、直接的被害はもとより様々な

二次的被害に苦しんでいます。こうした被害者等が被害か

ら回復し、平穏な生活が営めるよう権利利益を保護するた

めの施策を総合的に推進します。 

インターネットによる人権 
インターネットの匿名性を悪用し、誹謗中傷、プライバシーの侵害、名誉棄

損など大変深刻な問題となっており、適切に対応していけるよう、情報モラル

の向上を図り、関係機関等と連携を強化し適切な対応に努めます。 

 

北朝鮮当局による拉致問題 
北朝鮮による日本人の拉致は、我が国の主権及び人権に対する重

大かつ明白な侵害であるため、拉致問題に対する市民の関心と認識

を深めるよう努めます。 

被災者 
風水害や土砂災害、地震等の災害時において、要配慮者や女性等の人権に配慮し、

被災者の視点に立った支援や体制の構築を促進します。 

その他 
 刑を終えて出所した人  
 アイヌの人々 
 ホームレス・生活困窮者 
 人身取引 
 ハラスメント 
 その他 

 個人情報の流出などプライバシーの保護に関する問題 
 難病や感染症などの患者の人権に関する問題 
 旧優生保護法下の強制不妊手術に関する問題 
 ひきこもりに関する問題 
 新型コロナウィルス感染症に関する問題 

☛男女の人権の尊重  ☛女性の参画拡大 

☛男女共同参画への意識づくり 

☛家庭生活と仕事、地域活動の両立支援 

☛子どもの人権に理解を深めるための啓発の推進 

☛母子保健対策の充実と子どもの健康確保及び増進 

☛子どもの健やかな成長に資する教育環境の整備 

☛子育てを支援する生活環境の整備 

☛児童虐待防止対策の充実 

☛高齢者の社会参加と生きがいづくりの推進 

☛高齢者虐待の防止 

☛介護サービス等の質の向上と介護予防の推進 

☛障がいに対する正しい理解の普及啓発と差別解消
に対する取組 

☛障害者差別解消法に関する取組 

☛発達障がいを含むすべての障がい児たちの生きる
力を育むための教育、育成の充実 

☛障がい福祉サービスの質の向上 

☛障がい者の自立と社会参加 

 

☛児童虐待防止対策の充実 ☛多様な文化を尊重し、共生の心をはぐくむ教育の
推進 

☛国際理解の推進と交流の促進を図る 

☛外国人が暮らしやすい地域社会づくりの推進 

☛介護サービス等の質の向上と介護予防の推進 

☛ＨＩＶ感染症について正しい知識の普及と理解の
推進 

☛感染拡大の防止、偏見や差別意識解消のための教
育及び啓発の推進 

☛社会復帰への支援 

☛名誉回復と偏見や差別意識解消のための教育・啓
発の推進 

☛ふるさととの交流 

☛患者・回復者の意向を踏まえた施策の推進 

 

☛性的指向や性自認について正しい知識を持ち、偏
見や差別が解消されるよう、公務員、教員、企
業、職場、市民に対して幅広い教育及び啓発を推
進します。 

☛当事者が不利益を被ることのないよう理解と協力
を得るための取組 

☛教育機関の取組 

 

 

☛ 

☛教育活動や市民への啓発活動を推進する。  

☛社会全体で被害者等を支え、被害者も加害者も
出さないまちづくりに向けた機運の醸成 

☛子どもに対する啓発の推進 

☛市民に対する啓発の推進 

☛差別書き込みへの対応 

☛拉致問題への認識を深めるための啓発推進 
 
☛ 学校教育における啓発 
 

☛啓発活動の推進 

☛災害時の対応 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

西条市人権文化のまちづくり条例 

平成１６年１１月１日 

条例第１３４号 

（目的） 

第１条 この条例は、全ての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を定める日本国憲法を基本理念

として、部落問題をはじめ、女性、障害者、子ども、高齢者、外国人等へのあらゆる人権侵害（以下「人権侵

害」という。）をなくするための市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を

定めることにより、人権文化の根付いた明るく住みよい西条市の実現に寄与することを目的とする。 

（市の責務） 

第２条 市は、前条の目的を達成するため、全ての分野にわたり人権に配慮し、人権文化のまちづくりに関する施

策（以下「人権施策」という。）を積極的に推進するとともに、人権尊重の社会的環境づくりと人権意識の高揚

を図るものとする。 

２ 市は、人権侵害をなくするため、関係機関と連携し、人権教育及び啓発に努めるものとする。 

（市民及び事業者の責務） 

第３条 市民及び事業者は、この条例の精神を尊重し、自らが人権文化のまちづくりの担い手であることを認識し、

人権意識の向上に努めるとともに人権が尊重される社会の実現に寄与するよう努めるものとする。 

（計画の策定） 

第４条 市は、人権施策を総合的かつ効果的に推進するため、人権施策に関する基本となるべき計画を策定する

ものとする。 

（啓発活動の充実） 

第５条 市は、市民及び事業者の人権意識の高揚を図るため、啓発組織の充実と啓発事業の推進に努め、人権

尊重の社会的環境の醸成を促進するものとする。 

（推進体制の充実） 

第６条 市は、この条例に基づく施策を効果的に推進するため、国、県その他関係団体との連携を図り、推進体制

の充実に努めるものとする。 

（調査の実施） 

第７条 市は、人権施策に資するため、必要に応じて調査を行うものとする。 

（人権文化のまちづくり審議会） 

第８条 市は、人権侵害をなくするための重要事項を審議する機関として、西条市人権文化のまちづくり審議会を

設置する。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附  則 

この条例は、平成16年11月１日から施行する。 

附  則 

この条例は、公布の日から施行する。 

編集発行 西条市市民生活部人権擁護課                         令和３年３月改定 

〒７９３－８６０１ 西条市明屋敷１６４番地 

TEL  ０８９７－５６－５１５１  FAX  ０８９７－５２－１２１０                  

E-mail jinkenyogo@saijo-city.jp   

                 


